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１※ 徳島県税条例施行規則の一部を改正する規 税務課

則



【
公
布
さ
れ
た
条
例
等
の
あ
ら
ま
し
】

●

徳
島
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
規
則
第
一
号
）

一

徳
島
県
税
条
例
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

二

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

三

そ
の
他
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

四

こ
の
規
則
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。
た
だ
し
、
二
及
び
三
に
つ
い

て
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。



徳
島
県
規
則
第
一
号

徳
島
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
二
月
十
四
日

徳
島
県
知
事

飯

泉

嘉

門

徳
島
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

徳
島
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
徳
島
県
規
則
第
七
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

第
一
条
の
二
十
一
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
不
動
産
の
取
得
に
係
る
申
告
書
等
の
様
式
）

第
一
条
の
二
十
一

条
例
第
二
十
条
の
二
十
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
、
条
例
第
二
十
条
の
二
十

七
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
（
家
屋
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
又
は
同
条
第
三

項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
の
様
式
は
様
式
第
一
号
の
二
十
の
五
に
、
同
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の

規
定
に
よ
る
申
告
書
（
土
地
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
又
は
条
例
第
二
十
条
の
二
十
九
の
二
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
申
告
書
の
様
式
は
様
式
第
一
号
の
二
十
の
五
の
二
に
よ
る
。

様
式
第
一
号
の
九
の
三
十
五
の
注
意
事
項
第
二
号
中
「印

章
及
び

」
を
削
る
。

様
式
第
一
号
の
九
の
四
十
三
を
同
様
式
そ
の
一
と
し
、
同
様
式
に
そ
の
二
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る

。



様式第１号の９の４３（納税証明書交付申請書）その２（第１条の８関係）

納 税 証 明 書 交 付 申 請 書
（競争入札参加資格審査申請用）

長 あて

年 月 日

住 所

（所在地）

（フリガナ）

氏 名 又は

法人名及び

代表者氏名

生年月日

電話番号

※ 未納の税額がないことの証明については，他の証明書類にて対応させていただく場合がございま

すのでご了承ください。

※代理人の方が請求される場合は委任状が必要な場合があります。 ※ 特に，郵送で請求される場合は，未納の税額がないことの証明の対応の可否，手数料の金額及び

支払方法等について，請求前に担当部署にご確認ください。

下記のとおり，競争入札参加資格審査申請のため納税証明書の交付を申請します。

記

備 考

(その他)

※担当部署記載欄

納税証明（都道府県） 税目数 年度 枚 円 合計 確認者 領収担当者印

納税証明（市区町村） 税目数 年度 枚 円 〔内現金 円〕 （サイン）

未納の税額がない証明 枚 円

滞納処分を受けたことがない証明 枚 円 円

本人確認書類 確認者

☐ 本人確認 ☐ 個人番号カード ☐ 運転免許証 ☐ 旅券（パスポート） ☐ その他（ ）

☐ 官公庁発行の身分・資格証明書（顔写真付）〔 〕

【代理人記入欄】

代理人の方のみ記入してください。

住所

氏名

生年月日

電話番号

納税者との関係

証 明 書 の

種 類
☐ 納税証明（都道府県） ☐ 納税証明（市区町村）

☐ 未納の税額がない証明

（都道府県・市区町村）

☐ 滞納処分を受けたことがない証明

（都道府県・市区町村）

証 明 を 受 け

よ う と す る

税目

(該当する税目に

レ点を記入して

ください。)

☐ 法人都道府県民税

☐ 法人事業税及び

特別法人事業税

☐ 個人事業税

☐ 自動車税（種別割）

☐ 固定資産税・都市計画税

（土地家屋）（東京都23区）

☐ 固定資産税（償却資産）

（東京都23区）

☐ その他（ ）

☐ 個人市区町村民税及び

個人都道府県民税

☐ 法人市町村民税

☐ 固定資産税・都市計画税

☐ 軽自動車税（種別割）

☐ 国民健康保険税

☐ その他（ ）

証 明 を 受 け
よ う と す る
地 方 税 等 の
年度

年度分

自 年 月 日

至 年 月 日 年度分

自 年 月 日

至 年 月 日

年度分

自 年 月 日

至 年 月 日 年度分

自 年 月 日

至 年 月 日

年度分

自 年 月 日

至 年 月 日 年度分

自 年 月 日

至 年 月 日

証 明 を 受 け
よ う と す る
事項

・納付すべき税額

・納付済額

・未納税額

・納付すべき税額

・納付済額

・未納税額

未納の税額がないこと 次の期間について，滞納処分

を受けたことがないこと

自 年 月 日

至 年 月 日

証 明 書 の
申 請 枚 数

枚 枚 枚 枚



様
式
第
一
号
の
十
七
中
「印

」
を
削
る
。

様
式
第
一
号
の
二
十
の
二
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



様式第１号の２０の２の３（法人の県民税並びに法人の事業税及び特別法人事業税又は地方法人特別税の更正決定等通知書）その１（第
１条の２０関係）

（表）

年 月 日

様
徳島県東部県税局長 印
徳島県 総合県民局長

法人県民税・法人事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税更正決定等通知書

次のとおり更正，決定及び加算金決定しましたので通知します。この通知により納付すべき額がある場合は，指定した納期限まで
に納付してください。

課税番号 事業年度又は連結事業年度 年 月 日から 年 月 日まで
法人番号

更正（決定）の理由
指定納期限 年 月 日

法 人 事 業 税 法 人 県 民 税

摘 要 課 税 標 準 税率(100) 税 額 円
課 標 法人税総額 34

所 得 金 額 又 は 円
① 準個 別 所 得 金 額 の 総 額

所
年40 0万円以下の金額 ②

円 税 額 本 県 分 35

本
得 年 4 0 0 万 円 を 超 え

③
本県分法人税割額 36年80 0万円以下の金額 （35×100）県

年800万円を超える金額又は
④

道 府 県 民 税 の 37割 軽減税率不適用法人の金額 特定寄附金税額控除額
分

合 計
⑤ 税額控除超過額相当額の加算額 38② ＋ ③ ＋ ④

付
付 加 価 値 額 総 額 ⑥ 外国関係会社等に係る控除対象又は39加 個別控除対象所得税額等相当額の控除額

価
値 本 県 分 ⑦ 外国の法人税等の額の控除額 40
割

資 資 本 金 等 の 額 総 額 ⑧ 仮装経理に基づく法人税割額の控除額 41
本

本 県 分 ⑨ 利 子 割 額 の 控 除 額 42割

収 収 入 金 額 総 額 ⑩
差 引 法 人 税 割 額 43
36-37+38-39-40-41-42

入
本 県 分 ⑪ 既に納付の確定した法人税割額 44割

合 計 事 業 税 額
⑫

租税条約の実施に係る 45
⑤ ＋ ⑦ ＋ ⑨ ＋ ⑪ 法人税割額の控除額

改正法附則の控除額 ⑬ 円 事業税の特定寄附 ⑭ 既還付請求利子割額が 46
金税額控除額 過大である場合の納付額

仮装経理に基づく ⑮ 再差引法人税割額 47
事業税額の控除額 43 － 44 － 45 ＋ 46

既に納付の確定 ⑯ 租税条約の実施に係る ⑰ 均 等 割 額 48
し た事 業税 額 事業税額の控除額

差 引事 業税 額 ⑱ ⑱のうち仮装経理に基づく ⑲ 既に納付の確定した均等割額 49
⑫－⑬－⑭－⑮－⑯－⑰ 過大申告の更正による税額

⑱のうち租税条約の実施に係る ⑳ 納付すべき事業税額 ㉑ 差 引 均 等 割 額 50
過大申告の更正による税額 ⑱＋⑲＋⑳ 48 － 49

特 別 法 人 事 業 税 又 は 地 方 法 人 特 別 税 県民税額の合計額 ○51
47 ＋ 50摘 要 課 税 標 準 税率(100) 税 額

所得割に係る特別法人事業税額
㉒

円 円 ○51のうち仮装経理に基づく
○52又 は 地 方 法 人 特 別 税 額 過大申告の更正による税額

収入割に係る特別法人事業税額
㉓

○51のうち租税条約の実施に係る
○53又 は 地 方 法 人 特 別 税 額 過大申告の更正による税額

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人 特 別 税 額 ㉔ 納付すべき県民税額 ○54
㉒ ＋ ㉓ ○51 ＋ ○52 ＋ ○53

仮装経理に基づく特別法人事業税額 ㉕ 円 既に納付の確定した税額 ㉖ 利 子 割 額 ○55
又は地方法人特別税額の控除額

租税条約の実施に係る特別法人事業税額 ㉗ 差 引 税 額 ㉘ 還 付 利 子 割 額 ○56
又は地方法人特別税額の控除額 ㉔－㉕－㉖－㉗
㉘のうち仮装経理に基づく

㉙
㉘のうち租税条約の実施に係る

㉚ 総 数
過大申告の更正による税額 過大申告の更正による税額 県 民 税

分 本 県 分納 付 す べ き 特 別 法 人 事 業 税 額 又 は 地 方 法 人特 別 税 額 ㉛
㉘ ＋ ㉙ ＋ ㉚ 総 数

区 分 算定基礎となる税額 率(100) 加算金額 既に納付の確定した額 過不足額 事業税１
本 県 分割

加 過少申告加算金 円 円 円 円
（加重対象分）

32
総 数

事業税２
算 不申告加算金 本 県 分

（加重対象分） 基

金
総 数

重 加 算 金 33 事業税３
本 県 分

今 回 納 付 す べ き 総 額 円 準 総 額
㉑ ＋ ㉛ ＋ 32 ＋ 33 ＋ ○54 － ○56 売 上 高

軌道又は鉄道



（裏）

注意事項 １ この通知書によつて納付すべき不足税額が２，０００円以上（その金額に１，０００円未満の端数があるときは，そ
の端数金額を切り捨てる。）であるときは，下記①の額と②の額との合計額で延滞金額を計算し，当該金額が１，００
０円以上（その金額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てる。）のときはその金額を税額に加
算して納付してください。
ただし，地方税法第６５条及び第７２条の４５の２の規定による納期限の延長の場合の延滞金並びに令和２年１２月

３１日以前の期間に係る延滞金については，これと異なる割合が適用されます。
① 申告納付すべきであつた納期限の翌日からこの更正（決定）による納期限までの期間（地方税法第５６条第３項及
び第４項並びに第７２条の４４第３項及び第４項の規定による控除期間を除く。）及びこの更正（決定）による納期
限の翌日から１月を経過する日までの期間
年７．３パーセントの割合と延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合とのいずれか低い方の割
合で計算した額

② この更正（決定）による納期限の翌日から１月を経過した日以後
年１４．６パーセントの割合と延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのいずれか低い
方の割合で計算した額

※ 「延滞金特例基準割合」とは，租税特別措置法第９３条第２項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を
加算した割合をいいます。

２ この処分に不服があるときは，この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して３か月以内に知事（所管の東部
県税局又は総合県民局経由）に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは，前記の審査請求に対する裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内に

県を被告として（知事が被告の代表者となります。）提起することができます。
なお，この処分の取消しの訴えは，前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないとされ

ていますが，①審査請求があつた日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき，②処分，処分の執行又は
手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき，③その他裁決を経ないことにつき正当な理由
があるときは，裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。

備考 この通知書は，法人の県民税並びに法人の事業税及び特別法人事業税又は地方法人特別税の更正，決定又は加算金決定の通知を

する場合（その２又はその３に定める法人の県民税並びに法人の事業税及び特別法人事業税の更正決定等通知書により更正，決定
又は加算金決定の通知をする場合を除く。）に用いるものとする。



様式第１号の２０の２の３（法人の県民税並びに法人の事業税及び特別法人事業税又は地方法人特別税の更正決定等通知書）その２（第
１条の２０関係）

（表）

年 月 日

様
徳島県東部県税局長

印
徳島県 総合県民局長

法人県民税・法人事業税・特別法人事業税更正決定等通知書

次のとおり更正，決定及び加算金決定しましたので通知します。この通知により納付すべき額がある場合は，指定した納期限まで
に納付してください。

課税番号 事業年度又は連結事業年度 年 月 日から 年 月 日まで

法人番号
更正（決定）の理由

指定納期限 年 月 日

法 人 事 業 税 法 人 県 民 税

摘 要 課 税 標 準 税率(100) 税 額
法人税総額 42

円
課 標

所 得 金 額 又 は
①

円
個別所得金額の総額 準

法第
本 県 分 43所 年 4 0 0 万 円

②
円 税 額

第一 以 下 の 金 額
本

七
号 得 年400万円を超え

③
本県分法人税割額

44年800万円以下の金額 （43×100）
又 県
十 割 年8 0 0万円を超える金額又は

④
道府県民税の

45は 軽減税率 不適 用法 人の金 額 特定寄附金税額控除額
分

二第 合 計
⑤ 税額控除超過額相当額の加算額 46② ＋ ③ ＋ ④

二
条 付 付加価値額総額 ⑥

外国関係会社等に係る控除対象
47号 加 又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額

価
のに 値 本 県 分 ⑦ 外国の法人税等の額の控除額 48割

二掲
資

資本金等の額総額 ⑧ 仮装経理に基づく法人税割額の控除額 49げ
第 本
る 本 県 分 ⑨ 差引法人税割額 50割 44－45＋46－47－48－49一事

収 収 入 金 額 総 額 ⑩ 既に納付の確定した法人税割額 ○51項業
入

本 県 分 ⑪
租税条約の実施に係る

○52割 法人税割額の控除額

所 所 得 金 額 総 額 ⑫ 再差引法人税割額 ○53法第 50－○51－○52
得

第三 本 県 分 ⑬ 均 等 割 額 ○54割
七
号 付

付加価値額総額 ⑭ 既に納付の確定した均等割額 ○55十 加
価

二に 値 本 県 分 ⑮ 差引均等割額 ○56割 ○54 － ○55
条掲

資 資本金等の額総額 ⑯ 県民税額の合計額
○57のげ ○53 ＋ ○56

本
二

本 県 分 ⑰
○57のうち仮装経理に基づく

○58る 割 過大申告の更正による税額
第

収
収 入 金 額 総 額 ⑱

○57のうち租税条約の実施に係る
○59一事 過大申告の更正による税額

入
項業 本 県 分 ⑲

納付すべき県民税額
○60割 ○57 + ○58 + ○59

合 計 事 業 税 額
⑳ 総 数⑤+⑦+⑨+⑪+⑬+⑮+⑰+⑲

県 民 税
事業税の特定寄附

㉑
円 仮装経理に基づく

㉒ 本 県 分金税額控除額 事業税額の控除額
分

既に納付の確定 ㉓
租税条約の実施に係る

㉔ 総 数した事業税額 事業税額の控除額
事業税１

差 引 事 業 税 額
㉕

㉕のうち仮装経理に基づく
㉖ 本 県 分⑳ -㉑-㉒-㉓-㉔ 過大申告の更正による税額

割
㉕のうち租税条約の実施に係る

㉗
納付すべき事業税額

㉘ 総 数過大申告の更正による税額 ㉕ + ㉖ + ㉗
事業税２

特 別 法 人 事 業 税 本 県 分

基

摘 要 課 税 標 準 税率( 1 0 0 ) 税 額 総 数

事業税３
法第７２条の２第１項第１号に掲げる

㉙
円 円

本 県 分事業の所得割に係る特別法人事業税額
準

法第７２条の２第１項第２号に掲げる
㉚ 総 額

事業の収入割に係る特別法人事業税額
売 上 高

法第７２条の２第１項第３号に掲げる
㉛ 軌道又は鉄道事業の収入割に係る特別法人事業税額

合計特別法人事業税額
32 区分

過少申告加算金 不申告加算金 重加算金

㉙＋㉚＋㉛ （加重対象分） 40(加重対象分) 41

仮装経理に基づく特別
33 円 既に納付の確定した

34 算定基礎となる税額
円

法人事業税額の控除額 特別法人事業税額 加

租税条約の実施に係る特
35

差引特別法人事業税額
36 率(100)

別法人事業税額の控除額 32 - 33 - 34 - 35
算

36のうち仮装経理に基づく
37

36のうち租税条約の実施に係
38 加算金額

円
過大申告の更正による税額 る過大申告の更正による税額

納付すべき特別法人事業税額
39 金 既に納付の確定した額

円
36＋37＋38

今 回 納 付 す べ き 総 額 過不足額
円

㉘＋39＋40＋41＋○60



（裏）

注意事項 １ この通知書によつて納付すべき不足税額が２，０００円以上（その金額に１，０００円未満の端数があるときは，そ
の端数金額を切り捨てる。）であるときは，下記①の額と②の額との合計額で延滞金額を計算し，当該金額が１，００
０円以上（その金額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てる。）のときはその金額を税額に加
算して納付してください。
ただし，地方税法第６５条及び第７２条の４５の２の規定による納期限の延長の場合の延滞金並びに令和２年１２月

３１日以前の期間に係る延滞金については，これと異なる割合が適用されます。
① 申告納付すべきであつた納期限の翌日からこの更正（決定）による納期限までの期間（地方税法第５６条第３項及
び第４項並びに第７２条の４４第３項及び第４項の規定による控除期間を除く。）及びこの更正（決定）による納期
限の翌日から１月を経過する日までの期間
年７．３パーセントの割合と延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合とのいずれか低い方の割
合で計算した額

② この更正（決定）による納期限の翌日から１月を経過した日以後
年１４．６パーセントの割合と延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのいずれか低い
方の割合で計算した額

※ 「延滞金特例基準割合」とは，租税特別措置法第９３条第２項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を
加算した割合をいいます。

２ この処分に不服があるときは，この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して３か月以内に知事（所管の東部
県税局又は総合県民局経由）に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは，前記の審査請求に対する裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内に

県を被告として（知事が被告の代表者となります。）提起することができます。
なお，この処分の取消しの訴えは，前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないとされ

ていますが，①審査請求があつた日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき，②処分，処分の執行又は
手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき，③その他裁決を経ないことにつき正当な理由
があるときは，裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。

備考 この通知書は，地方税法第７２条の２第１項第３号に掲げる事業を行う法人（同項第１号又は第２号に掲げる事業と同項第３号
に掲げる事業とを併せて行う法人並びに同項第１号に掲げる事業，同項第２号に掲げる事業及び同項第３号に掲げる事業を併せて
行う法人を含み，同項第４号に掲げる事業を行う法人を除く。）に対して法人の県民税並びに法人の事業税及び特別法人事業税の

更正，決定又は加算金決定の通知をする場合に用いるものとする。



様式第１号の２０の２の３（法人の県民税並びに法人の事業税及び特別法人事業税又は地方法人特別税の更正決定等通知書）その３（第
１条の２０関係）

（表）
年 月 日

様 徳島県東部県税局長
印徳島県 総合県民局長

法人県民税・法人事業税・特別法人事業税更正決定等通知書
次のとおり更正，決定及び加算金決定しましたので通知します。この通知により納付すべき額がある場合は，指定した納期限までに納付してください。

課税番号 事業年度又は連結事業年度 年 月 日から 年 月 日まで

法人番号
更正（決定）の理由

指定納期限 年 月 日

法 人 事 業 税 法 人 県 民 税

摘 要 課 税 標 準 税率(100) 税 額
法人税総額 49

円
課 標

所 得 金 額 又 は
① 円

個別所得金額の総額 準

本 県 分 50所 年 4 0 0 万 円
②

円 税 額
以 下 の 金 額

本
得 年400万円を超え

③
本県分法人税割額

○51年800万円以下の金額 （50×100）県
割 年8 0 0万円を超える金額又は

④
道府県民税の

○52軽 減税率 不適 用法 人の金 額 特定寄附金税額控除額
分
合 計

⑤ 税額控除超過額相当額の加算額 ○53② ＋ ③ ＋ ④

付
付加価値額総額 ⑥

外国関係会社等に係る控除対象
○54加 又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額

価
値

本 県 分 ⑦ 外国の法人税等の額の控除額 ○55割

資 資本金等の額総額 ⑧ 仮装経理に基づく法人税割額の控除額 ○56
本

本 県 分 ⑨
差引法人税割額

○57割 ○51－○52＋○53－○54－○55－○56

収
収 入 金 額 総 額 ⑩ 既に納付の確定した法人税割額 ○58

入

本 県 分 ⑪
租税条約の実施に係る

○59割 法人税割額の控除額

所
所 得 金 額 総 額 ⑫

再差引法人税割額
○60○57－○58－○59

得

本 県 分 ⑬ 均 等 割 額 ○61割

付 付加価値額総額 ⑭ 既に納付の確定した均等割額 ○62加
価
値

本 県 分 ⑮
差引均等割額

○63割 ○61－○62

資
資本金等の額総額 ⑯

県民税額の合計額
○64○60＋○63

本

本 県 分 ⑰
○64のうち仮装経理に基づく

○65割 過大申告の更正による税額

収 収 入 金 額 総 額 ⑱
○64のうち租税条約の実施に係る

○66過大申告の更正による税額
入

本 県 分 ⑲
納付すべき県民税額

○67割 ○64＋○65＋○66

付
付加価値額総額 ⑳

総 数
加 分 県 民 税
価 本 県 分
値 本 県 分 ㉑割 総 数

事業税１
資 資本金等の額総額 ㉒ 割 本 県 分

本 総 数

本 県 分 ㉓
事業税２

割 本 県 分
基

収
収 入 金 額 総 額 ㉔

総 数
事業税３

入 本 県 分

本 県 分 ㉕割 準 総 額
売 上 高

合 計 事 業 税 額
㉖

軌道又は鉄道
⑤+⑦+⑨+⑪+⑬+⑮+⑰+⑲+㉑+㉓+㉕

過少申告加算金 不申告加算金 重加算金
事業税の特定寄附

㉗
円 仮装経理に基づく

㉘
区分 （加重対象分） (加重対象分) 48

金税額控除額 事業税額の控除額 47
既に納付の確定

㉙
租税条約の実施に係る

㉚
加 円

した事業税額 事業税額の控除額 算定基礎となる税額

差 引 事 業 税 額
㉛

㉛のうち仮装経理に基づく
32㉖ -㉗-㉘-㉙-㉚ 過大申告の更正による税額

率(100)㉛のうち租税条約の実施に係る
33

納付すべき事業税額
34 算

過大申告の更正による税額 ㉛ + 32 + 33
円

特 別 法 人 事 業 税 加算金額

摘 要 課 税 標 準 税率(100) 税 額
金

既に納付の確定した額
円

法第７２条の２第１項第１号に掲げる
35

円 円
事業の所得割に係る特別法人事業税額

法第７２条の２第１項第２号に掲げる
36 過不足額 円

事業の収入割に係る特別法人事業税額

法第７２条の２第１項第３号に掲げる
37事業の収入割に係る特別法人事業税額

法第７２条の２第１項第４号に掲げる
38事業の収入割に係る特別法人事業税額

合計特別法人事業税額
3935＋36＋37＋38

仮装経理に基づく特別
40

円 既に納付の確定した
41法人事業税額の控除額 特別法人事業税額

租税条約の実施に係る特
42

差引特別法人事業税額
43別法人事業税額の控除額 39 - 40 - 41 - 42

43のうち仮装経理に基づく
44

43のうち租税条約の実施に係
45過大申告の更正による税額 る過大申告の更正による税額

納付すべき特別法人事業税額
4643＋44＋45

今 回 納 付 す べ き 総 額
34＋46＋47＋48＋○67

第
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（裏）

注意事項 １ この通知書によつて納付すべき不足税額が２，０００円以上（その金額に１，０００円未満の端数があるときは，そ
の端数金額を切り捨てる。）であるときは，下記①の額と②の額との合計額で延滞金額を計算し，当該金額が１，００
０円以上（その金額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てる。）のときはその金額を税額に加
算して納付してください。
ただし，地方税法第６５条及び第７２条の４５の２の規定による納期限の延長の場合の延滞金並びに令和２年１２月

３１日以前の期間に係る延滞金については，これと異なる割合が適用されます。
① 申告納付すべきであつた納期限の翌日からこの更正（決定）による納期限までの期間（地方税法第５６条第３項及
び第４項並びに第７２条の４４第３項及び第４項の規定による控除期間を除く。）及びこの更正（決定）による納期
限の翌日から１月を経過する日までの期間
年７．３パーセントの割合と延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合とのいずれか低い方の割
合で計算した額

② この更正（決定）による納期限の翌日から１月を経過した日以後
年１４．６パーセントの割合と延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とのいずれか低い
方の割合で計算した額

※ 「延滞金特例基準割合」とは，租税特別措置法第９３条第２項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を
加算した割合をいいます。

２ この処分に不服があるときは，この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して３か月以内に知事（所管の東部
県税局又は総合県民局経由）に審査請求をすることができます。
この処分の取消しの訴えは，前記の審査請求に対する裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内に

県を被告として（知事が被告の代表者となります。）提起することができます。
なお，この処分の取消しの訴えは，前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないとされ

ていますが，①審査請求があつた日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき，②処分，処分の執行又は
手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき，③その他裁決を経ないことにつき正当な理由
があるときは，裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。

備考 この通知書は，地方税法第７２条の２第１項第４号に掲げる事業を行う法人（同項第１号，第２号又は第３号に掲げる事業と同
項第４号に掲げる事業とを併せて行う法人並びに同項第１号に掲げる事業，同項第２号に掲げる事業及び同項第３号に掲げる事業

のうち２以上の事業と同項第４号に掲げる事業とを併せて行う法人を含む。）に対して法人の県民税並びに法人の事業税及び特別
法人事業税の更正，決定又は加算金決定の通知をする場合に用いるものとする。
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様式第１号の２０の５（不動産（家屋）の取得に係る申告書等）（第１条の２１関係）

受付 市町村受付 ※

印 年 月 日 年 月 日

不 動 産 （ 家 屋 ） の 取 得 に 係 る 申 告 書

不動産取得税（家屋）の課税標準の特例に係る申告書
年 月 日

徳島県東部県税局長
殿徳島県 総合県民局長

□ 次のとおり，家屋を取得しましたので申告します。

□ 特例事由に該当するので，不動産取得税（家屋）の課税標準の特例に係る規定を適用してくだ
さい。

（該当する□にレ印を記入すること。）

整理 ※
番号

住 所
（ 所 在 地 ）

家 屋 の
フ リ ガ ナ

取 得 者 氏 名
（名称及び代表者の氏名）

個人番号又は
法 人 番 号

電 話 番 号 （ ） 生年月日 年 月 日生

家屋の所在 家屋番号

種 類 住宅・共同住宅・店舗等併用住宅・事務所・店舗・ 床 面 積
工場・倉庫・附属家・その他（ ） ． ㎡

構 造 木造・鉄筋コンクリート造・鉄骨造・軽量鉄骨造・ 住宅部分
プレハブ（木質系・軽量鉄骨系）・その他（ ） の床面積 ． ㎡

取得年月日 年 月 日 取得原因
建築（新築・増築・改築）・売買・贈与・
財産分与・その他（ ）

特 １ 住宅の建築をした。

例 ２ 耐震基準適合既存住宅を自分が住むために取得した。

事 ３ 認定長期優良住宅である住宅の新築をした。

由 ４ その他（ ）

還付金がある場合の還付先

振込口座 銀行・その他（ ） 支店 預金種別 普通・当座

口座名義人 上記以外の
口座番号

（カタカナ） 連 絡 先

備考 １ ※印欄は，記入しないこと。
２ 「種類」欄，「構造」欄及び「取得原因」欄は，該当するものを〇で囲むこと。
３ 「特例事由」欄は，不動産取得税（家屋）の課税標準の特例に係る申告をする者のみ記入
することとし，該当する番号を○で囲み，併せて特例規定に該当することを証する書類を添
付すること。



様
式
第
一
号
の
二
十
の
五
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。



様式第１号の２０の５の２（不動産（土地）の取得に係る申告書等）（第１条の２１関係）

受付 市町村受付 ※

印 年 月 日 年 月 日

不動産（土地）の取得に係る申告書

不動産取得税（土地）の減額に係る申告書
年 月 日

徳島県東部県税局長
殿徳島県 総合県民局長

□ 次のとおり，土地を取得しましたので申告します。

□ 減額事由に該当するので，不動産取得税（土地）の減額に係る規定を適用してください。
（該当する□にレ印を記入すること。）

整理 ※
番号

住 所
（ 所 在 地 ）

土 地 の
フ リ ガ ナ

取 得 者 氏 名
（名称及び代表者の氏名）

個人番号又は
法 人 番 号

電 話 番 号 （ ） 生年月日 年 月 日生

土地の所在
及 び 地 番

地 目
田・畑・宅地・山林・雑種地・

取得年月日 年 月 日
その他（ ）

地 積 ． ㎡
取 得 原 因

売買・贈与・財産分与・交換・

その他（ ）用 途 住宅用地・その他

１ 土地を取得した日から３年以内にその土地の上に特例適用住宅を新築した（土地の取得者が家を新築）。
２ 土地を取得した日から３年以内にその土地の上に特例適用住宅を新築された（土地の取得者以外の者が家

減 を新築）。
３ 土地を取得した日から３年以内にその土地の上に土地の取得者から土地を取得した者が特例適用住宅を新
築した。

額 ４ 土地を取得した日前１年の期間内にその土地の上に特例適用住宅を新築していた。
５ 新築された特例適用住宅で未使用のもの及びその住宅に係る土地をその住宅が新築された日から１年以内
に取得した。

事 ６ 土地を取得した日から１年以内にその土地の上にある耐震基準適合既存住宅等を自分が住むために取得し
た。

７ 土地を取得した日前１年の期間内にその土地の上にある耐震基準適合既存住宅等を自分が住むために取得

由 していた。
８ その他（ ）

住宅の取得（取得予定）年月日 年 月 日等

住 宅 の 床 面 積 ． ㎡

還付金がある場合の還付先

振込口座 銀行・その他（ ） 支店 預金種別 普通・当座

口座名義人 上記以外の
口座番号

（カタカナ） 連 絡 先

備考 １ ※印欄は，記入しないこと。
２ 「地目」欄，「用途」欄及び「取得原因」欄は，該当するものを〇で囲むこと。
３ 「減額事由等」欄は，不動産取得税（土地）の減額に係る申告をする者のみ記入すること
とし，該当する番号を○で囲み，併せて減額規定に該当することを証する書類を添付するこ
と。



附

則

こ
の
規
則
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
様
式
第
一
号
の
九
の
三
十
五
の
注
意

事
項
第
二
号
の
改
正
規
定
、
様
式
第
一
号
の
九
の
四
十
三
を
同
様
式
そ
の
一
と
し
、
同
様
式
に
そ
の
二
と

し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
改
正
規
定
、
様
式
第
一
号
の
十
七
の
改
正
規
定
及
び
様
式
第
一
号
の
二
十
の
二

の
三
の
改
正
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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